
平成１９年８月１６日

農 林 水 産 省

農林水産本省発注者綱紀保持委員会（第１回）の概要について

◎ 発注者綱紀保持委員会の設置について

農林水産省では、最近の談合問題の発生に鑑み、今般、発注事務の適正性及

び透明性の向上並びに発注事務に係る綱紀の保持を強化することを目的として、

農林水産省発注者綱紀保持規程（平成１９年農林水産省訓令第２２号）を制定

しました。

この中で、本省及び地方支分部局に、不当な働きかけの調査分析や公表等に

ついて調査審議を行う「発注者綱紀保持委員会」を設置することとされました。

本省については、７月３１日に「農林水産本省発注者綱紀保持委員会」が設

置され、８月３日に第１回の委員会が開催されました。（議事概要については、

別紙のとおり）



別 紙

農林水産本省発注者綱紀保持委員会（第１回）議事概要

日 時 平成１９年８月３日(金) 16:00～16:23

場 所 農林水産省第１特別会議室

出 席 者 大臣官房長、大臣官房秘書課長、大臣官房経理課長、大臣官房地

方課長、大臣官房統計部管理課長、総合食料局総務課長、消費・

安全局総務課長、生産局総務課長、経営局総務課長、農村振興局

総務課長、農林水産技術会議事務局総務課長、林野庁林政部林政

課長、林野庁国有林野部管理課長、水産庁漁政部漁政課長

概 要

１．委員会の趣旨について官房長から説明

２．発注者綱紀保持マニュアルについて議論（別添１）

発注事務に関する問合せへの対応について、マニュアルで明確にすべきと

の指摘がなされ、この点を考慮しマニュアルを作成することとなった。

３．平成19年度発注者綱紀保持研修方針について決定（別添２）

４．発注者綱紀保持対策の競争参加有資格者への周知方針について決定

（別添３）

５．林野庁小委員会の設置について決定

６．次回の開催予定について説明

（次回委員会は、半期後に開催する予定だが、必要が生ずれば随時開催）

以 上



１．マニュアルの目的

発注者綱紀保持マニュアル（概要）について

別添１

農林水産省の発注担当職員等の発注事務の適切な理解を深め、関係
法令の遵守及び綱紀保持に関する意識高揚を図る。

２．マニュアルの活用方法

１．の目的を達成するため、研修・講習等に活用するとともに、各発注部局に
備え付ける。
また、発注担当職員等がいつでも活用できるようデータベースに掲載する。

発注担当職員は、国民の疑惑を招く
ことのないよう関係法令を遵守し、

適切に事務処理を
行わなければなりません。

発注事務の実施に当た
って、透明性、公平性及
び公正性の確保に留意

発注事務に関する苦情、
相談、問い合わせ等
への適切な対応

関係法令の遵守
①会計法
②官製談合防止法
③品確法
④予決令
⑤予責法
⑥契約事務取扱規則
等

３．マニュアルの主な内容

①発注担当職員の責務

関係法令の遵守

一人で判断せず、管理
監督者と相談の上、適
切に対応

発注担当職員は、事業
者への対応時、契約方
式の選定過程はもとよ
り、発注事務全般につ
いて自覚



②管理監督者の責務

管理監督者の立場にある職員は、
その職責の重要性を自覚し、自ら
服務規律を遵守することはもとより、
職場におけるリーダーとして
発注担当職員の模範となるよう
自らを律しなければなりません。

発注担当職員との意思疎通
を積極的に図り、良好な職場
環境を確立

発注担当職員を適切に指導
監督し、適正な発注事務を
確保

同じ目標を持つ仲間
として、一人の人間として
部下職員を大切にする。

気軽に意見や相談の
できる風通しの良い
職場環境に努める。

発注担当職員の
責務が果たせるよう
適切な指導監督を行う。

部下職員を指導した後の
フォローが重要。



③業者との応接方法と
「働きかけ」を受けた場合の報告

発注担当職員 業界関係者
業務上必要な場合業務上必要な場合
を除き接触しないを除き接触しない

職務上必要な場合の対応職務上必要な場合の対応

次に掲げる行為に該当するか
○受注業者との打ち合わせ
○見積業者との打ち合わせ
○入札・契約についての手続
○その他業務上必要と認められる場合

接触しない

該当しない

該当する

○接触場所は受付応接カウンター
その他の応接場所とする

○職員は複数で応接する

業者は次に掲げる「働きかけ」行為を行ったか
○参加資格の変更依頼
○指名競争への指名要請
○受注又は非受注の依頼
○公表前の設計金額、予定価格等の聴取
○公表前の発注予定の聴取
等

該当する

○業者に「働きかけ」を受けた旨伝え、直ちに接触を
中止する

○報告書を速やかに作成

発注者綱紀保持担当者発注者綱紀保持担当者

報告

END
該当しない

発 注 者

綱紀保持
委 員 会

発 注 者

綱紀保持
委 員 会

発注者綱紀保持責任者発注者綱紀保持責任者

「働きかけ」
の公表



（１）自らに有利な競争参加資格の設定に関する依頼
（２）指名競争入札において自らを指名すること又は他者を
指名しないことの依頼
（３）自らが受注すること又は他者に受注させないことの依頼
（４）公表前における設計金額、予定価格、見積金額 又は
低入札価格調査制度の調査基準価格に関する情報聴取
（５）公表前における総合評価落札方式における技術点
に関する情報聴取
（６）公表前における発注予定に関する情報聴取
（７）公表前における入札参加者に関する情報聴取
（８）その他の特定の者への便宜又は利益若しくは不利益
の誘導につながるおそれのある依頼又は情報聴取

【第三者からの不当な働きかけがあった場合】

発注担当職員は、勤務時間の内外を問わず、
第三者からの不当な働きかけ（対面、郵送、電話、
ファクシミリ、電子メール等による手段等）を受けた時は、
当該働きかけを拒否しなければなりません。
また、当該第三者に対して、不当な働きかけを
受けた内容を記録し、公表する旨を伝えなければなりません。

発注担当職員は、勤務時間の内外を問わず、
第三者からの不当な働きかけ（対面、郵送、電話、
ファクシミリ、電子メール等による手段等）を受けた時は、
当該働きかけを拒否しなければなりません。
また、当該第三者に対して、不当な働きかけを
受けた内容を記録し、公表する旨を伝えなければなりません。



④発注事務のチェックポイント

◆仕様書及び設計書
□積算資料等を机上に放置していないか。
□積算担当課への部外者立ち入りについて、制限措置を
とっているか。
□参考見積りは、複数の会社に依頼しているか。
□積算の数量・単価等のチェックを適正に行っているか。

◆予定価格
□予定価格調書は、施錠された書庫等に保管されているか。
□予定価格が１，０００万円を超える工事、製造、役務の提供
について、調査基準価格が記載されているか。
□契約保証に係る補正率等は適正に算出されているか。
□予定価格、積算調書の省略は適正か。
□予定価格の金額の訂正を行っていないか。

チェックポイント（例）

発注見通しの公表 → 仕様書及び設計書の作成 →
契約措置請求 → 予定価格の作成 → 入札の公告 →
業者選定手続 → （随意契約） → 入札執行 →
契約の締結 → 前金等の支払 → 監督 → 契約の変更
→ 完成検査 → 引渡 → 支払

チェックの流れ

⑤遵守すべき関係法令

・国家公務員法、国家公務員倫理法及び国家公務員倫理規程
・刑法
・独占禁止法、官製談合防止法 等



別添２

発注者綱紀保持研修の実施方針について

農林水産省における発注者綱紀保持のための研修については、発注を行う

全組織を対象とすることから、以下の考え方に基づき研修を実施する。

（１）本省(林野庁、水産庁及び技術会議事務局を含む。)が実施する研修等

① 研修（年２回、４月及び１０月）

ア 本省、施設等機関及び地方支分部局の発注者綱紀保持担当者（地

方農政局総務課長等）を対象とした研修

イ 本省所属の発注担当課長等（課長、課長補佐）及び担当者（係長、

係員）を対象とした研修

② その他

上記研修に加え、会計課長会議、事業所長会議、事業所庶務課長会

議等発注に関係する者の会議においても、説明の場を設けることとす

る。

（２）施設等機関及び地方支分部局が実施する研修等

① 当該機関の発注者綱紀保持担当者による研修等を行う。

② 必要に応じて大臣官房経理課の職員を派遣する。



平成１９年度農林水産本省発注者綱紀保持研修計画

１９年度の研修等については、以下のとおり実施する。

１．発注者綱紀保持研修

（１）対 象 者：本省（林野庁、水産庁及び技術会議事務局を含む。）、施

設等機関及び地方支分部局の発注者綱紀保持担当者、発注

担当課長等及び担当者

（２）実施時期：１０月中旬

（３）研修項目（予定）

【共通項目】

①談合問題とコンプライアンス

②独占禁止法及び官製談合防止法

（公正取引委員会等）

③発注者綱紀保持委員会とマニュアル

（大臣官房経理課）

【発注者綱紀保持担当者向け追加項目】

④施設等機関及び地方支分部局における研修の実施の仕方

（大臣官房経理課）

２．講習

本年度実施予定の①地方農政局会計課長会議（10月開催）、事業所等庶

務課長会議（11月開催）等において、講習を設定する。



別添３

発注者綱紀保持対策の競争参加有資格者

への周知方針について

○ 農林水産省ホームページに、農林水産省発注者綱紀保持規程のほか、発

注者綱紀保持の取組状況について掲載する。

○ 以下の内容を、入札公告、発注窓口に掲載又は掲示を行う。併せて、発

注窓口にチラシを備え付け、関係業者に周知徹底する。

・ 農林水産省においては、発注者綱紀保持規程等を制定し、綱紀保持対

策を行っていること

・ 不当な働きかけを受けた場合においては、ホームページに公表するこ

と


